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(通則) 

第１条 独立行政法人医薬品医療機器総合機構会計規程（平成 16年規程第７号。以下「規

程」という。）の実施については、別に定めのある場合を除き、この細則の定めるとこ

ろによる。 

  なお、システム（会計システムその他機構が使用する業務システムをいう。以下同じ。）

により管理する帳簿等については、この細則に規定する様式の各欄に掲げる事項を当該

システムで明確に判別できるように記録する場合には、当該システムから抽出した電子

文書（文書管理規程第２条第８項に規定する電磁的記録をいう。）をもって当該様式に

代えることができる。 

 

(会計機関の事務を代理する場合) 

第２条 規程第５条第３項に規定する会計機関の事務の執行に支障が生ずると認められる

場合とは、次の場合とする。 

(1) 規程第５条第１項に規定する会計機関の事務を担当する者（以下「担当者」という。）

及び同条第２項に規定する会計機関の事務を分掌する者（以下「分任者」という。）

が欠けた場合 

(2) 担当者及び分任者が休職又は停職を命ぜられた場合 

(3) 担当者及び分任者が休暇等によりその事務を行うことができない場合 

２ 規程第５条第３項の規定により代理する会計機関は、当該会計事務を実施したときは、

すみやかにその事務の内容を担当者又は分任者に報告をしなければならない。 

 

(会計機関の事務の一部を処理させる事務の範囲等) 

第３条 規程第５条第５項の規定により、会計機関の事務の一部を処理させる職員（以下

「代行者」という。）及びその事務の範囲は、別表第１に定めるところによる。 

 

(会計機関の事務の引継) 

第４条 会計機関の事務を担当する者が交替したときは、前任者はすみやかに後任者に事

務の引継ぎを行わなければならない。 

２ 前項の事務の引継ぎを行う場合には、前任者は異動の前日をもって帳簿を締切り、引

継ぎ年月日を記入し、後任者とともに記名しなければならない。 

３ 出納役は、前項の規定によるほか、帳簿の締切りをした日における現金、預金、郵便

振替又は有価証券の残高調書を作成し、かつ、取引金融機関の預金又は郵便振替の残高

証明書並びに取引銀行又は証券会社の有価証券残高証明書を徴取し、現金出納帳（様式

第２）、預金出納帳（様式第３）、郵便振替出納帳、有価証券台帳（様式第４）と照合

しなければならない。 

４ 第１項により引継ぎした場合は、第２項の帳簿を財務管理部長に提出しなければなら

ない。 

 

 

(帳簿) 



第５条 規程第 10条に規定する帳簿は、別表第２に定めるところによる。 

 

(伝票) 

第６条 規程第 11条第１項に規定する伝票は、入金伝票(様式第８)、出金伝票(様式第９)

及び振替伝票(様式第 10)とする。 

 

 (予算実施計画の通知) 

第７条 理事長は、規程第 14条の規定に基づき、予算実施計画(様式第 11)を契約担当役

（分任契約担当役を含む。以下同じ。）に通知するものとする。 

 

(予算差引簿への登記) 

第８条 契約担当役は、契約その他支出の原因となる行為を行うときは、その支出の原因

となる債務の負担が予算の目的に反していないか、債務の額が予算実施計画の範囲内で

あるか、予算科目に誤りがないかを確認し、予算差引簿（様式第７）に登記のうえ、契

約その他の行為を行うものとする。 

２ 前項の予算差引簿への登記は、システムによる振替伝票(様式第 10)により行うものと

する。 

 

(予算の流用) 

第９条 契約担当役は、規程第 16条ただし書きの規定による予算の流用の承認を受けよう

とするときは、予算流用承認申請書(様式第 12)を作成し、理事長に提出しなければなら

ない。 

２ 理事長は、前項の予算の流用を承認したときは、その旨を契約担当役に通知するもの

とする。 

 

(予算の繰越) 

第 10条 契約担当役は、規程第 17条の規定による予算の繰越の承認を受けようとすると

きは、当該事業年度末までに、予算繰越承認申請書(様式第 13)を作成し、理事長に提出

しなければならない。 

２ 理事長は、前項の予算の繰越を承認したときは、その旨を契約担当役に通知するもの

とする。 

 

(予算科目等の訂正) 

第 11条 執行済の予算について、その予算科目に誤りがあることを知ったときは、システ

ムによる振替伝票(様式第 10)により、すみやかに予算科目の訂正をしなければならない。 

２ 前項に規定する場合において、勘定科目に誤りがあったときは、システムによる振替

伝票(様式第 10)により、すみやかに勘定科目の訂正をしなければならない。 

 

(資金計画の通知) 



第 12条 理事長は、規程第 18条第１項の規定に基づき、毎事業年度開始前に、資金計画(様

式第 14)を支払命令役に通知するものとする。 

 

(預金等の口座名) 

第 13条 規程第 19条第１項の規定による取引金融機関の預金又は郵便振替の口座名は、

理事長の名義とし、出納役をその代理人として届出するものとする。 

 

(調査決定) 

第 14条 規程第 24条及び第 25条の規定による調査決定は、システムによる振替伝票（様

式第 10）により行うものとする。 

２ 規程第 25条第 2項の規定による徴収決定外誤納の調査決定をした場合には、その決定

内容を整理簿に記載し、又は記録しなければならない。 

 

(納入の告知等及び領収証書) 

第 15条 収納命令役は、次に掲げる債権については、規程第 24条第２項の規定による手

続を省略することができる。 

(1) 法令又は契約により債権金額の全部をその発生と同時に納付すべきこととなって

いる債権 

(2) 健康保険法（大正 11年法律第 70号）、労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭

和 44年法律第 84号）又は厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）の規定により

給与から控除する保険料に係る債権 

(3) 職員に対して支給する給与の返納金に係る債権で債権金額の全部に相当する金額

をその支払った日の属する年度内において当該職員に対して支払うべき給与の金額

から一時に控除して徴収することができるもの 

２ 収納命令役は、債務者に対して規程第 24条第２項の規定による納入の告知をするとき

は、同一債務者に対する債権金額の合計額が履行の請求に要する費用を超えない場合を

除き、債務者及び債権金額を確認した日後遅滞なく、債務者の住所及び氏名又は名称、

納付すべき金額、期限及び場所その他納付に関し必要な事項を明らかにした納入の告知

書を作成して債務者に送付しなければならない。 

３ 前項の納入の告知書のうち、消費税法（昭和 63年法律第 108号）第 57条の４に基づ

く適格請求書（インボイス）については、原則として、請求書（様式第 15）により行わ

なければならない。 

４ 収納命令役は、独立行政法人医薬品医療機器総合機構審査等手数料収納事務実施細則

第３条第２項各号の手数料の納付があった後、規程第 24条第３項の規定に基づき調査

決定をするときは、納入者に対し、手数料明細書（様式第 16）を交付するものとする。 

５ 出納役は、規程第 26条第２項又は第３項の規定に基づき、納入者に対し、領収証書(様

式第 17)を交付するものとする。 

 

(小切手による収納) 



第 16条 規程第 26条第 1項に規定する小切手は、次の各号の一に該当するものに限るも

のとする。 

(1) 納入者が銀行又は信用金庫（以下「銀行等」という。）を支払人として振り出した

小切手 

(2) 銀行等が自己を支払人として振り出した小切手 

２ 前項第１号に規定する小切手は、小切手１通の金額が 10万円を超えるものであるとき

は、支払銀行等の支払保証のあるものに限る。ただし、国又は地方公共団体若しくは公

庫、公団、他の独立行政法人又は特別の法人の振出しに係るものは、この限りでない。 

 

(督促) 

第 17条 収納命令役は、納付期限までに払込みをしない債務者に対しては、債権金額が少

額で取立に要する費用に満たないと認められる場合であって、これを履行させることが

著しく困難又は不適当であると認められるときを除き、督促状（様式第 18）によりその

納入を督促しなければならない。 

 

(現金による支払) 

第 18条 規程第 30条第２項に規定する現金により支払いできる経費は、次のとおりとす

る。 

(1) １件 30,000円未満の常用雑費 

(2) 給与、賃金及びこれらに準ずる経費 

(3) 旅費 

(4) 法令又は慣習上現金をもって支払うこととされている経費 

 

(手許現金の限度額) 

第 19条 規程第 31条に規定する出納役の保管する手許現金の限度額は、10万円とする。 

 

(小切手用紙の受払い) 

第 20条 出納役は、小切手用紙受払簿(様式第 19)を備え、小切手の使用状況を常に明ら

かにしておかなければならない。 

 

(書損小切手の処理) 

第 21条 出納役は、書損等により小切手を廃棄しようとするときは、当該小切手に朱線を

引き、かつ、「廃棄」と朱書きのうえ、そのまま小切手帳に残しておかなければならな

い。 

 

(残高照合) 

第 22条 出納役は、現金現在高について、毎日、出納終了後現金出納帳の残高と照合し、

預金又は郵便振替の現在高については、毎月末、取引金融機関から当該現在高を明らか

にした書類を徴して、預金出納帳又は郵便振替出納帳の残高と照合しなければならない。 



２ 前項の預金又は郵便振替の現在高の照合にあたって、不突合がある場合には、預金又

は郵便振替の残高調整表(様式第 20)により、その理由及び金額等を明らかにしなければ

ならない。 

 

(滅失等の報告) 

第 23条 出納役は、その保管に係る現金及び有価証券について滅失又はき損の事実を発見

したときは、直ちにその原因、金額及び状況等を調査し、収納命令役及び支払命令役に

報告書を提出しなければならない。 

 

(勘定科目の意義) 

第 24条 勘定科目は、すべての取引を発生内容によって分類記録し、経理状態を把握する

ことを目的とする。 

 

(資産の勘定科目) 

第 25条 規程第 35条に規定する流動資産及び固定資産は、それぞれ次の各号により勘定

科目を設けるものとする。 

（1）流動資産は、現金及び預金、有価証券、売掛金、たな卸資産、前渡金、前払費用、

未収収益その他これらに準ずるものとする。 

（2）固定資産は、有形固定資産、無形固定資産及び投資その他の資産とし、有形固定資

産は、建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、工具器具備品その他これらに準ず

るものに、無形固定資産は、特許権、借地権、ソフトウエアその他これらに準ずるも

のに、投資その他の資産は、投資有価証券その他これらに準ずるものに区分する。 

 

 (固定資産の減価償却) 

第 26条 規程第 37条に規定する固定資産の耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令(昭和 40年大蔵省令第 15号)によるものとし、当該資産を取得した日の属する

月から起算する。 

２ 規程第 37条に規定する別に定める場合の有形固定資産の減価償却は、法人税法施行令

（昭和 40年政令第 97号）第 133条の２の規定により、帳簿価額の合計額に達するまで

行う場合とする。 

 

(資産の計上基準) 

第 27条 固定資産のうち、１個又は１組の取得価額が 10万円未満若しくは耐用年数が１

年未満の償却資産については、取得価額を期間費用として処理し、資産の計上をしない

ものとする。 

 

(負債の勘定科目) 

第 28条 規程第 39条に規定する流動負債及び固定負債は、それぞれ次の各号により勘定

科目を設けるものとする。 



（1）流動負債は、運営費交付金債務、預り施設費、預り補助金等、短期借入金、買掛金、

未払金、未払費用、前受金、預り金、前受収益、引当金その他これらに準ずるものとす

る。 

（2）固定負債は、資産見返負債、長期借入金、引当金、責任準備金その他これらに準ずる

ものとする。 

 

(純資産の勘定科目) 

第 29条 規程第 40条に規定する資本金、資本剰余金、利益剰余金又は繰越欠損金及び評

価・換算差額等は、それぞれ次の各号により勘定科目を設けるものとする。 

（1）資本金は、政府出資金とする。 

（2）資本剰余金は、資本剰余金、その他行政コスト累計額及び民間出えん金とする。 

（3） 利益剰余金又は繰越欠損金は、積立金（独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103

号。以下「通則法」という。）第 44条第１項に基づく積立金をいう。）、前中期目標

期間繰越積立金（独立行政法人医薬品医療機器総合機構法（平成 14年法律第 192号。

以下「機構法」という。）第 31条第１項に定めるものをいう。）、目的積立金（通則

法第 44条第３項に定める使途に充てるための積立金をいう。）及び当期未処分利益又

は当期未処理損失とする。 

（4）評価・換算差額等は、その他有価証券評価差額とする。 

 

(収益の勘定科目) 

第 30条 規程第 41条に規定する経常収益及び臨時利益は、それぞれ次の各号により勘定

科目を設けるものとする。 

（1）経常収益は、運営費交付金収益、拠出金収入、事業収入、受託業務収入、補助金等

収益、財務収益、雑益その他業務活動によって得られる収益とする。 

（2）臨時利益は、前期損益修正益、固定資産売却益その他経常収益以外の収益とする。 

 

（費用の勘定科目)  

第 31条 規程第 42条に規定する経常費用、臨時損失及び住民税のうち、経常費用及び臨

時損失は、それぞれ次の各号により勘定科目を設けるものとする。 

（1）経常費用は、事業費、受託業務費、一般管理費、財務費用、雑損その他業務活動によ

って生ずる費用とする。 

（2）臨時損失は、前期損益修正損、固定資産売却損、固定資産除却損その他経常費用以外

の費用とする。 

 

(勘定科目の編成) 

第 32条 勘定科目は、大科目、小科目及び細目とし、編成は別表第３に定めるところによ

る。 

 

(入札の公告) 



第 33条 規程第 43条に規定する一般競争に付そうとするときは、その入札期日の前日か

ら起算して少なくとも 10日前に独立行政法人医薬品医療機器総合機構ホームページ（以

下「ホームページ」という。）への掲載その他の方法により公告をしなければならない。

ただし、次に掲げる場合においては、その期間を５日までに短縮することができる。 

 (1) 急を要する場合 

 (2) 入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が契約を結ばない場合において、さら

に入札に付そうとする場合 

 

（独占禁止法の規定に違反する事実があると考えられる入札が行われた場合の処理） 

第 33条の２ 契約担当役は、入札及び契約に関し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（昭和 22年法律第 54号）第３条又は第８条第１号の規定に違反する事実が

あると考えられるときは、直ちに理事長に報告の上、公正取引委員会に報告し、適当な

措置をとるべきことを求めることとする。 

 

 (規程第 47条第１項ただし書の契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると

認められるときの処理) 

第 33条の３ 契約担当役は、予定価格が 1,000万円を超える工事又は製造その他について

の請負契約に係る競争を行った場合において、契約の相手方となるべき者の申込みに係

る価格が、予定価格の 10分の６未満であるときは、その者により当該契約の内容に適

合した履行がされないおそれがあるかどうかについての次に掲げる事項を調査しなけ

ればならない。 

(1) 当該価格で入札した理由及びその積算の妥当性並びに当該契約の履行体制 

(2) その他必要な事項 

２ 契約担当役は、前項の調査の結果、その者により当該契約の内容に適合した履行がさ

れないおそれがあると認めたときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内

の価格をもって申込みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者（次条第

2項において「次順位者」という。）を落札者とするものとする。 

３ 契約担当役は、第１項に規定する契約以外の契約に係る競争を行った場合において、

契約の相手方となるべき者の申込みに係る価格が、予定価格の 10分の６未満であると

きは、その者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるかどうかに

ついての同項各号に掲げる事項を調査することができる。 

４ 第２項の規定は、前項の調査について準用する。 

 

(規程第 47条第１項ただし書の公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し

く不適当であると認められるときの処理) 

第 33条の４ 契約担当役は、競争に付した場合において、契約の相手方となるべき者と契

約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当

であると認めたときは、その理由及び自己の意見を記載した書面を理事長に提出し、そ

の者を落札者としないことについて承認を求めなければならない。 

２ 契約担当役は、前項の承認があったときは、次順位者を落札者とするものとする。 



 

（再度入札の回数の制限） 

第 33条の５ 規程第 47条の２の規定により再度の入札をすることができる回数は、原則

として３回以内とする。 

 

(指名競争契約) 

第 34条 規程第 44条第２項の規定により指名競争に付することができる場合は、次の各

号に掲げる場合とする。 

(1) 予定価格が 800万円を超えない工事又は製造をさせるとき。 

(2) 予定価格が 500万円を超えない財産を買入れるとき。 

(3) 予定賃借料の年額又は総額が 300万円を超えない物件を借り入れるとき。 

(4) 予定価格が 200万円を超えない財産を売り払うとき。 

(5) 予定賃貸料の年額又は総額が 100万円を超えない物件を貸し付けるとき。 

(6) 工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の賃借以外の契約でその予定価格が 350

万円を超えないものをするとき。 

２ 随意契約によることができる場合においては、指名競争に付することを妨げない。 

 

 (随意契約による場合) 

第 35条 規程第 45条第１項の規定により随意契約による場合を例示すると、おおむね別

表第４のとおりである。 

 

(随意契約によることができる場合) 

第 35条の２ 規程第 45条第２項の規定により随意契約によることができる場合は、次の

各号に掲げる場合とする。 

(1) 予定価格が 400万円を超えない工事又は製造をさせるとき。 

(2) 予定価格が 300万円を超えない財産を買入れるとき。 

(3) 予定賃借料の年額又は総額が 150万円を超えない物件を借り入れるとき。 

(4) 予定価格が 100万円を超えない財産を売り払うとき。 

(5) 予定賃貸料の年額又は総額が 50万円を超えない物件を貸し付けるとき。 

(6) 工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外の契約でその予定価格が 200

万円を超えないものをするとき。 

(7) 機構の行為を秘密にする必要があるとき。 

(8) 運送又は保管をさせるとき。 

(9) 外国で契約するとき。 

(10) 業務システムの開発又は改修であって、業務の適正な執行のために、一定期日まで

の間に一定以上の品質の成果物が要求されるもののうち、契約に要する費用及び手続

き並びに円滑かつ確実な履行といった点から総合的に判断した場合、競争に付するよ

りも随意契約によった方が、機構の受益が明らかに大きいと見込まれるとき。 



(11) 前各号に規定するもののほか、業務運営上の特別の必要に基づき、物品を買い入れ、

製造させ若しくはその他の請負契約をし、又は土地、建物若しくは物件を借り入れる

とき。 

２ 契約担当役は、競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者が

ないときは、随意契約によることができる。この場合においては、契約保証金及び履行

期限を除くほか、最初競争に付するときに定めた予定価格その他の条件を変更すること

ができない。 

３ 契約担当役は、落札者が契約を結ばないときは、その落札金額の制限内で随意契約に

よることができる。この場合においては、履行期限を除くほか、最初競争に付するとき

に定めた条件を変更することができない。 

４ 契約担当役は、前３項の契約をしようとするときは、なるべく２人以上の者から見積

書を徴取しなければならない。ただし、次に掲げる随意契約については、見積書の徴取

を省略することができる。 

(1) 法令に基づいて取引価格又は料金が定められていることその他特別な事由がある

ことにより特定の取引価格又は料金でなければ契約することが極めて困難であるもの

に係る契約 

(2) 予定価格が 10万円未満である契約 

 

  （契約に係る情報の公表） 

第 36条 契約担当役は、規程第 43条、第 44条又は第 45条の規定により締結された契約

であって、予定価格が 200万円を超えるもの（物件の借入れについては予定賃借料の年

額又は総額が 150万円を超えるもの）については、ホームページに次の各号に掲げる事

項を掲載し、公表しなければならない。 

(1) 公共工事（公共工事に係る調査及び設計業務等を含む。）の名称、場所、期間及び

種別又は物品等若しくは役務の名称及び数量 

 (2) 契約担当役の氏名及び所在地 

 (3) 契約を締結した日 

 (4) 契約の相手方の商号又は名称及び住所 

 (5) 一般競争入札又は指名競争入札の別及び総合評価方式によった場合は、その旨（随

意契約を行った場合を除く。） 

 (6) 契約金額 

 (7) 予定価格（公表したとしても、他の契約の予定価格を類推されるおそれがないと認

められるもの又は機構の事務又は事業に支障を生じるおそれがないと認められるもの

に限る。） 

 (8) 落札率（契約金額を予定価格で除したものに百を乗じて得た率をいう。予定価格を

公表しない場合を除く。） 

(9) 随意契約によることとした会計規程の根拠条文及び具体的かつ詳細な理由並びに、

企画競争又は公募手続きの実施の有無 

(10) 厚生労働省が所管する公益法人と随意契約を締結する場合に、当該法人に機構の常 

勤職員であったものが役員として、契約を締結した日に在職していれば、その人数 



(11) その他必要と認められる事項 

２ 前項の規定に基づく公表は、契約を締結した日の翌日から起算して 72日以内に行わ

なければならない。ただし、各年度の４月１日から４月 30日までの間に締結した契約

については、契約を締結した日の翌日から起算して 93日以内に行うことができる。 

 ３ 第１項の規定に基づく公表は、公表した日の翌日から起算して少なくとも１年が経過

する日まで公表しなければならない。 

 

(予定価格の省略) 

第 37条 規程第 46条第１項ただし書の規定により予定価格の設定を省略することができ

るものは、次の各号に掲げる場合とする。 

(1) 法令に基づいて、取引価格又は料金が定められていることその他特別な事由がある

ことにより特定の取引価格又は料金でなければ契約をすることが極めて困難である

ものに係る随意契約 

(2) 予定価格が 10万円未満である随意契約 

(3) 予定価格が 250万円を超えない随意契約で、契約担当役が予定価格の設定を省略し

ても支障がないと認めるもの。 

 

 (契約書の作成) 

第 38条 規程第 48条の規定により契約担当役が作成すべき契約書には、次に掲げる事項

を記載しなければならない。ただし、契約の性質又は目的により該当のない事項につい

ては、この限りでない。 

(1)  契約の目的 

(2)  契約金額 

(3)  履行期限 

(4)  契約保証金 

(5)  契約履行の場所 

(6)  契約代金の支払い又は受領の時期及び方法 

(7)  監督及び検査 

(8)  履行の遅滞その他債務不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金、

履行の追完、代金の減額及び契約の解除 

(9) 談合等の不正行為に係る契約の解除、違約金及び遅延利息 

(10) 危険負担 

(11) 契約に関する紛争の解決方法 

(12) その他必要な事項 

 

(契約書の省略) 

第 39条 規程第 48条ただし書に規定する契約書の作成を省略することができる場合は、

次の各号に掲げる場合とする。 

(1) 250万円（外国で契約するときは、350万円）を超えない一般競争契約又は指名競

争契約若しくは随意契約をするとき。 



(2) せり売りに付するとき。 

(3) 物品を売り払う場合において、買受人が代金を即納してその物品を引き取るとき。 

(4) 第１号に規定するもの以外の随意契約について、理事長が契約書を作成する必要が

ないと認めるとき。 

 

(請書の徴取) 

第 40条 前条の規定により契約書の作成を省略する場合においても、契約の適正な履行を

確保するため請書を徴取するものとする。ただし、50万円を超えない契約をするとき

は、この限りでない。 

 

(保証金の免除) 

第 41条 規程第 49条第１項ただし書の規定による入札保証金又は契約保証金を免除でき

る場合は、次のとおりとする。 

(1) 競争入札に参加しようとする者又は契約を締結しようとする者が、保険会社との間

に機構を被保険者とする入札保証保険契約又は履行保証保険契約を結んだとき。 

(2) 契約担当役が、競争入札に付する場合において、落札者が契約を結ばないこととな

るおそれがないと認められるとき。 

(3) 機構と物品の売払契約を結ぶ者が、その売払代金を即納するとき。 

(4) 契約担当役が、随意契約による場合において、その必要がないと認められるとき。 

 

(監督の方法) 

第 42条 規程第 50条に規定する契約の適正な履行を確保するため必要な監督は、契約担

当役が自ら又は補助者に命じて、立会い、指示その他の適切な方法によって行うものと

する。 

 

(検査の方法) 

第 43条 規程第 51条に規定する契約の履行の完了の確認をするために必要な検査の方法

は、契約担当役が自ら又は補助者に命じて、契約書、仕様書及びその他の関係書類に基

づいて行うものとする。 

 

(検査調書の作成) 

第 44条 前条の規定により検査を行った者は、検査調書を作成しなければならない。ただ

し、請負契約又は物件の買入れその他の契約に係る検査で当該契約金額が 200万円以下

のもの（部分払いをする必要がある場合の検査を除く。）については、検査調書の作成

を省略することができる。 

２ 前項の規定により検査調書を作成すべき場合においては、当該検査調書に基づかなけ

れば支払いをすることができない。 

 

(債権の発生通知) 



第 45条 規程第 55条に規定する債権発生通知義務者は、債権が発生したときは、遅滞な

く、システムによる振替伝票(様式第 10)により収納命令役（返納金債権については、支

払命令役を含む。以下この条において同じ。）に通知しなければならない。なお、債権

の発生通知は、システムにより収納命令役に当該振替伝票が承認されたことをもって、

通知があったものとみなす。 

 

（整理簿への記載等） 

第 46条 収納命令役は、その所掌に属すべき債権（第 16条第１項の規定により規程第 24

条第２項の規定による手続を省略した債権を除く。以下同じ。）が発生したときは、遅

滞なく、次に掲げる事項を確認の上、これを整理簿（様式第 21）に記載し、又は記録し

なければならない。当該確認に係る事項について変更があった場合も、同様とする。 

(1) 債権の発生年度 

(2) 勘定区分 

(3) 予算科目 

(4) 債権金額 

(5) 債務者の住所氏名 

(6) 債権の発生理由 

(7) 納入の告知をした日 

(8) 履行期限 

(9) その他の必要事項 

 

（保全措置） 

第 47条 収納命令役は、その所掌に属する債権を保全するため、法令又は契約の定めると

ころに従い、債務者に対し、担保の提供若しくは保証人の保証を求め、又は必要に応じ

増担保の提供若しくは保証人の変更その他担保の変更を求めなければならない。 

 

（履行延期の特約等） 

第 48条 規程第 56条ただし書の規定により理事長が債権の効力を変更することが明らか

に機構に有利であると認めたときその他やむを得ない特別の理由があると認めたとき

は、債権の履行期限を延長する特約又は処分（以下「履行延期の特約等」という。）を

することができる。この場合において、当該債権の金額を適宜分割して履行期限を定め

ることを妨げない。 

２ 前項の規定による履行延期の特約等は、債務者からの書面による申請に基づいてする

ものとする。 

 

（免除） 

第 49条 収納命令役は、債務者が無資力又はこれに近い状態にあるため前条第 1項の規定

により履行延期の特約等をした債権について、当初の履行期限から 10年を経過した後

において、なお債務者が無資力又はこれに近い状態にあり、かつ、弁済することができ



ることとなる見込みがないと認められる場合には、当該債権及び利息を免除することが

できる。 

 

(月次決算) 

第 50条 決算事務を担当する者は、毎月、当該月次に属する一切の会計取引の記帳整理を

完了後、規程第 57条の規定により合計残高試算表(様式第 22)を作成し、翌月末日まで

に理事長に提出しなければならない。 

 

(財務諸表) 

第 51条 規程第 58条第３項に規定する財務諸表の様式は、次のとおりとする。 

(1) 貸借対照表(様式第 23) 

(2) 行政コスト計算書（様式第 24） 

(3) 損益計算書(様式第 25) 

(4) 純資産変動計算書（様式第 26） 

(5) キャッシュ・フロー計算書(様式第 27) 

(6) 利益の処分又は損失の処理に関する書類(様式第 28) 

 

(端数計算) 

第 52条 財産価額算定上における円未満の端数については、一計算ごとに四捨五入して計

算するものとする。 

２ 減価償却の計算上生じた円未満の端数については、一計算ごとに四捨五入して計算す

るものとする。 

 

 

附 則 

１ この細則は、平成 16年 4月 1日から実施する。 

(経過措置) 

２ この細則の施行の際現にある医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構会計規程実

施細則に定める様式のうち、内部において使用する用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 

 

  附 則（平成 17年 3月 31日 17細則第 13号） 

（施行期日） 

１ この細則は、平成 17年 4月 1日から実施する。 

 （経過措置） 

２ 平成 16事業年度に係る財務諸表の作成については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成 17年 10月 31日 17細則第 18号） 

この細則は、平成 17年 11月 1日から施行する。 

 



附 則（平成 18年 6月 28日 18細則第 3 号） 

この細則は、平成 18年 6月 30日から施行する。 

 

  附 則（平成 18年 10月 25日 18細則第 4 号） 

この細則は、平成 18年 11月 1日から施行する。 

 

    附 則（平成 19年 6月 29日 19細則第 11号） 

この細則は、平成 19年 7月 1日から施行する。 

 

    附 則（平成 20年 1月 16日 20細則第 1 号） 

この細則は、平成 20年 1月 16日から施行する。 

  

    附 則（平成 20年 4月 1日 20細則第 4 号） 

この細則は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

  

    附 則（平成 21年 3月 18日 21細則第 4 号） 

この細則は、平成 21年 4月 1日から施行する。 

  

    附 則（平成 21年 4月 1日 21細則第 9 号） 

この細則は、平成 21年 4月 1日から施行する。 

 

附 則（平成 21年 11月 25日 21細則第 17号） 

この細則は、平成 21年 11月 25日から施行し、同年 6月 1日から適用する。 

 

附 則（平成 23年 6月 30日 23細則第 8 号） 

この細則は、平成 23年 7 月 1日から施行する。 

 

    附 則（平成 24年 8月 28日 24細則第 11号） 

この細則は、平成 24年 8 月 28日から施行し、同年 3月 31日から適用する。 

 

附 則（平成 26年 11月 14日 26細則第 20号） 

この細則は、平成 26年 11月 25日から施行する。ただし、別表第４に係る勘定科目の

編成ついては同年 3月 31日から適用する。 

 

附 則（平成 27年 3月 30日 27細則第 4 号） 

この細則は、平成 27年 4 月 1日から施行する。 

 

附 則（平成 27年 6月 23日 27細則第 15号） 

この細則は、平成 27年 6月 23日から施行する。 

 



附 則（平成 28年 4月 1日 28細則第 7 号） 

この細則は、平成 28年 4月 1日から施行する。 

 

附 則（平成 28年 9月 30日 28細則第 18号） 

この細則は、平成 28年 10月 1日から施行する。 

 

附 則（平成 28年 12月 20日 28細則第 20号） 

この細則は、平成 28年 12月 20日から施行する。 

 

附 則（平成 29年 3月 22日 29細則第 3号） 

この細則は、平成 29年 4月 1日から施行する。 

 

附 則（平成 29年 3月 28日 29細則第 4号） 

この細則は、平成 29年 4月 1日から施行する。 

 

附 則（平成 30年 3月 30日 30細則第 7号） 

この細則は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

 

附 則（平成 31年 3月 29日 31細則第 7号） 

この細則は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

 

附 則（令和元年 5月 1日 細則第 2号） 

この細則は、令和元年 5月 1日から施行する。 

 

   附 則（令和元年 8月 1日 細則第 10号） 

この細則は、令和元年 8月 1日から施行する。 

 

附 則（令和 2年 3月 31日 細則第７号） 

この細則は、令和 2年 4月 1日から施行し、第１条の規定による改正後の会計規程実施 

細則第 31条、第 53条、別表第４及び様式第 32から様式第 36までの規定は、平成 31

年 4月 1日以後に開始する事業年度に係る財務諸表について適用する。 

 

 附 則（令和 4年 3月 28日 細則第 3号） 

この細則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

 

附 則（令和 5年 3月 30日 細則第 5号） 

（施行期日） 

第 1条 この細則は、令和 5年 4月 1日から施行する。ただし、第１条の規定による改正



後の独立行政法人医薬品医療機器総合機構会計規程実施細則第 16 条第３項及び第４項の

規定は、令和 5年 10月 1日から施行する。 

 

（経過措置） 

第２条 この細則による改正前の各細則で定める様式については、合理的に必要と認めら

れる範囲内で、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

 

附 則（令和 6年 5月 21日 細則第 2号） 

この細則は、令和 6年 5月 21日から施行する。 

 

附 則（令和 7年 3月 26日 細則第 25号） 

 この細則は、令和 7年 4月 1日から施行する。 

 

附 則（令和 7年 5月 20日 細則第 4号） 

 この細則は、令和 7年 5月 20日から施行する。 

 



別表 1 

別表第 1 

代 行 者 と そ の 事 務 範 囲 

会計 

機関 

代 行 

者 

事  務  の  範  囲 

契  約 

担当役 

財務管

理部長 

1  予定価格が 100万円を超えない売買、貸借、請負その他の契約

に関する事務 

2  役職員給与その他手当の類に関する事務 

3  旅費に関する事務 

4  賃金に関する事務 

5  郵便料、光熱水料、電話料に関する事務 

6  単価契約に基づき請求があった場合の事務 

7  賃貸借契約に基づき請求があった場合の事務 

8  法令の規定に基づき支払すべき額が定額となっているものに関

する事務 

9  各勘定間の繰入れに関する事務 

10  機構法の規定に基づく副作用救済給付（これに準ずる給付を含

む。）及び感染救済給付並びに特定フィブリノゲン製剤及び特定血

液凝固第ＩＸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済するための

給付金の支給に関する特別措置法（平成 20年法律第 2号。以下 

「Ｃ型肝炎特別措置法」という。）の規定に基づく給付に関する事務 

収  納 

命令役 

財務管

理部長 

1  徴収すべき額が 50万円を超えないものに関する事務（次号から第

5号までに掲げる事務を除く。） 

2  機構法の規定に基づく副作用拠出金、感染拠出金及び安全対策

等拠出金並びにＣ型肝炎特別措置法の規定に基づく拠出金に関す

る事務 

3  医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律（昭和 35年法律第 145号）の規定等及び再生医療等の安全

性の確保等に関する法律（平成 25年 11月 27日法律第 85号）の規

定等に基づく審査等手数料に関する事務 

4  独立行政法人医薬品医療機器総合機構審査等業務及び安全対

策業務関係業務方法書に基づく MID-NET利用料収入 

5   受託業務収入に関する事務 

6  財務収益及び雑益に関する事務 

7  徴収決定外誤納に関する事務 

8  出納役に対する現金、預金又は有価証券の受入命令及び収入の

経理に関連する各勘定科目相互間の振替命令に関する事務 



別表第２ 

諸 帳 簿 

総勘定元帳 様式第１ 

現金出納帳 様式第２ 

預金出納帳 様式第３ 

有価証券台帳 様式第４ 

有価証券利金台帳 様式第５ 

固定資産台帳 様式第６ 

予算差引簿 様式第７ 

 



  　別表第３

（副作用救済勘定）

賞 与 引 当 金

貸 借 対 照 表

資 産 の 部

長 期 リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金

資 産 見 返 補 助 金 等

固 定 負 債

預 り 寄 附 金

勘 定 科 目 表

現 金 及 び 預 金

有 価 証 券

未 払 費 用

未 払 住 民 税

負 債 及 び 純 資 産 の 部

預 り 補 助 金 等

１年以内返済予定長期借入金

責 任 準 備 金

そ の 他 の 固 定 負 債

利益剰余金（又は繰越欠損金）

資 産 見 返 負 債

負 債 ･ 純 資 産 合 計

積 立 金

資 産 見 返 寄 附 金

ソ フ ト ウ ェ ア

未 収 収 益

そ の 他 の 流 動 負 債

有 形 固 定 資 産

商 標 権

固 定 資 産

資 産 合 計

車 両 運 搬 具

長 期 財 政 融 資 資 金 預 託 金

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

未 収 金

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

長 期 借 入 金

契 約 負 債

仮 払 金

そ の 他 の 流 動 資 産

１年以内回収予定長期財政融資資金預託金

未 払 給 付 金

未 払 金

前 受 金

事 業 未 収 金

引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

当期未処分利益（又は当期未処理損失）

電 話 加 入 権

建 物 附 属 設 備

前中期目標期間繰越積立金

流 動 資 産 流 動 負 債

リ ー ス 債 務

預 り 金

仮 受 金



（感染救済勘定）

利益剰余金（又は繰越欠損金）

積 立 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

資 産 見 返 寄 附 金

建 物 附 属 設 備

前中期目標期間繰越積立金

未 収 収 益

引 当 金

そ の 他 の 流 動 資 産

資 産 見 返 負 債

貸 借 対 照 表

資 産 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

負 債 及 び 純 資 産 の 部

預 り 補 助 金 等現 金 及 び 預 金

１年以内返済予定長期借入金

事 業 未 収 金

未 収 金

有 価 証 券

未 払 給 付 金

未 払 金

仮 払 金

預 り 寄 附 金

資 産 合 計

車 両 運 搬 具

投 資 有 価 証 券

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 前 払 費 用

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

負 債 ･ 純 資 産 合 計

長 期 借 入 金

預 り 金

リ ー ス 債 務

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

長 期 リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

責 任 準 備 金

そ の 他 の 固 定 負 債

当期未処分利益（又は当期未処理損失）

引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

未 払 費 用

未 払 住 民 税

前 受 金

仮 受 金

契 約 負 債



　

負 債 ･ 純 資 産 合 計

政 府 出 資 金

損益外減価償却累計額（△）

敷 金

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

長 期 前 払 費 用

長 期 リ ー ス 債 務

積 立 金

投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権

そ の 他 の 固 定 負 債

前中期目標期間繰越積立金

損益外固定資産除売却差額（△）

利益剰余金（又は繰越欠損金）

目 的 積 立 金

資 産 見 返 物 品 受 贈 額建 設 仮 勘 定

資 産 見 返 寄 附 金

ソ フ ト ウ ェ ア

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 資 産 見 返 負 債

投 資 有 価 証 券

資 本 金

車 両 運 搬 具

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金

工 具 器 具 備 品

資 産 見 返 補 助 金 等

引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

未 払 住 民 税そ の 他 の 流 動 資 産

建 物 附 属 設 備

前 受 金

預 り 金

リ ー ス 債 務

仮 受 金

事 業 未 収 金

未 払 国 庫 納 付 金仕 掛 審 査 等 費 用

未 払 金未 収 金

未 払 費 用未 収 収 益

（ 審 査 等 勘 定 ）

貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

契 約 負 債

商 標 権

当期未処分利益（又は当期未処理損失）

現 金 及 び 預 金 運 営 費 交 付 金 債 務

有 価 証 券 預 り 補 助 金 等

仮 払 金

事 業 未 払 金

預 り 寄 附 金



（特定救済勘定）

そ の 他 の 固 定 負 債

利益剰余金（又は繰越欠損金）

リ ー ス 債 務

仮 受 金

負 債 ･ 純 資 産 合 計

特 定 救 済 基 金 預 り 金

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

積 立 金

当期未処分利益（又は当期未処理損失）

退 職 給 付 引 当 金

資 産 合 計

車 両 運 搬 具

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

長 期 前 払 費 用

有 価 証 券

未 払 金

未 払 費 用

現 金 及 び 預 金

仮 払 金

未 払 住 民 税

預 り 寄 附 金

資 産 見 返 負 債

貸 借 対 照 表

資 産 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

負 債 及 び 純 資 産 の 部

未 収 収 益

預 り 補 助 金 等

未 払 給 付 金

事 業 未 収 金

未 収 金

商 標 権

そ の 他 の 流 動 資 産

そ の 他 の 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

前 受 金

預 り 金

引 当 金

契 約 負 債

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

長 期 リ ー ス 債 務

長 期 預 り 補 助 金 等

預 り 拠 出 金

引 当 金

資 産 見 返 寄 附 金

建 物 附 属 設 備



資 産 見 返 負 債

資 産 見 返 寄 附 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務

固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 負 債

仮 受 金

（ 受 託 ･ 貸 付 勘 定 ）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

貸 借 対 照 表

現 金 及 び 預 金

未 払 給 付 金

流 動 資 産 流 動 負 債

預 り 寄 附 金

仮 払 金

未 払 金事 業 未 収 金

未 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

前 受 金

未 収 金

未 払 住 民 税未 収 収 益

契 約 負 債

預 り 金

長 期 リ ー ス 債 務

負 債 ･ 純 資 産 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

積 立 金

そ の 他 の 固 定 負 債

利益剰余金（又は繰越欠損金）

前中期目標期間繰越積立金

無 形 固 定 資 産

資 産 合 計

長 期 前 払 費 用

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

当期未処分利益（又は当期未処理損失）

工 具 器 具 備 品

車 両 運 搬 具

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

建 物 附 属 設 備



有 形 固 定 資 産

預 り 寄 附 金

資 産 見 返 負 債

資 産 見 返 寄 附 金

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

固 定 負 債

当期未処分利益（又は当期未処理損失）

資 産 合 計 負 債 ･ 純 資 産 合 計

車 両 運 搬 具

引 当 金工 具 器 具 備 品

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 固 定 負 債

長 期 前 払 費 用

利益剰余金（又は繰越欠損金）

未 払 給 付 金仮 払 金

未 払 金事 業 未 収 金

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 資 産

積 立 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 資 産

未 払 住 民 税未 収 収 益

前 受 金

建 物 附 属 設 備

リ ー ス 債 務

前中期目標期間繰越積立金

（受託給付勘定）

貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金

長 期 リ ー ス 債 務

預 り 金

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

現 金 及 び 預 金

未 収 金

契 約 負 債預 け 金

商 標 権

仮 受 金

引 当 金



（副作用救済勘定）
損　　益　　計　　算　　書

経常費用合計

経常収益合計

臨時損失合計

そ の 他 業 務 費
人 件 費
減 価 償 却 費

そ の 他 経 費

責 任 準 備 金 戻 入
資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

当 期 総 利 益

臨時利益合計
前 期 損 益 修 正 益

税 引 前 当 期 純 利 益

住 民 税
当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 損
前 期 損 益 修 正 損

臨 時 利 益
固 定 資 産 売 却 益

有 価 証 券 売 却 益
雑 益

臨 時 損 失
固 定 資 産 除 却 損

責 任 準 備 金 繰 入

財 務 収 益

補 助 金 等 収 益

受 取 利 息
有 価 証 券 利 息

有 価 証 券 売 却 損
雑 損

経 常 収 益
拠 出 金 収 入

寄 附 金 収 益

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

そ の 他 経 費
財 務 費 用

支 払 利 息

人 件 費
減 価 償 却 費
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
不 動 産 賃 借 料

経 常 費 用
副 作 用 救 済 給 付 金
保 健 福 祉 事 業 費

一 般 管 理 費

退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入

責 任 準 備 金 繰 入

不 動 産 賃 借 料



（感染救済勘定）

そ の 他 業 務 費
人 件 費

不 動 産 賃 借 料

固 定 資 産 売 却 益

臨 時 損 失

住 民 税

固 定 資 産 売 却 損

臨 時 利 益

前 期 損 益 修 正 益

責 任 準 備 金 繰 入

賞 与 引 当 金 繰 入

補 助 金 等 収 益

固 定 資 産 除 却 損

責 任 準 備 金 戻 入

当 期 総 利 益

経 常 費 用 合 計

経 常 収 益 合 計

臨 時 損 失 合 計

臨 時 利 益 合 計

寄 附 金 収 益

税 引 前 当 期 純 利 益

一 般 管 理 費

当 期 純 利 益

減 価 償 却 費

前 期 損 益 修 正 損

不 動 産 賃 借 料

受 取 利 息
有 価 証 券 利 息
有 価 証 券 売 却 益

雑 益

拠 出 金 収 入

そ の 他 経 費

財 務 収 益

減 価 償 却 費

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

退 職 給 付 費 用

支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損

雑 損

経 常 収 益

財 務 費 用

責 任 準 備 金 繰 入

人 件 費

そ の 他 経 費

退 職 給 付 費 用

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

損　　益　　計　　算　　書
経 常 費 用

感 染 救 済 給 付 金
保 健 福 祉 事 業 費

賞 与 引 当 金 繰 入



（審査等勘定）

不 動 産 賃 借 料

当 期 純 利 益
目 的 積 立 金 取 崩 額

固 定 資 産 売 却 益
前 期 損 益 修 正 益

前 期 損 益 修 正 損

臨 時 利 益

有 価 証 券 利 息
有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

当 期 総 利 益

損　　益　　計　　算　　書

経 常 費 用 合 計

経 常 収 益 合 計

臨 時 損 失 合 計

臨 時 利 益 合 計
税 引 前 当 期 純 利 益

住 民 税

固 定 資 産 除 却 損

前中期目標期間繰越積立金取崩額

臨 時 損 失

拠 出 金 収 入

そ の 他 の 受 託 業 務 収 入

財 務 収 益
受 取 利 息

資産見返運営費交付金戻入益

資 産 見 返 物 品 受 贈 額 戻 入 益

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

雑 益

利 用 料 収 入

運 営 費 交 付 金 収 益
手 数 料 収 入

そ の 他 経 費
財 務 費 用

支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損

経 常 費 用
審 査 等 事 業 費
安 全 対 策 等 事 業 費

一 般 管 理 費

そ の 他 業 務 費
人 件 費

不 動 産 賃 借 料

減 価 償 却 費
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入

そ の 他 経 費

補 助 金 等 収 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

人 件 費
減 価 償 却 費
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入

寄 附 金 収 益

雑 損

経 常 収 益



（特定救済勘定）

前 期 損 益 修 正 益
臨 時 利 益 合 計

当 期 総 利 益

雑 益
経 常 収 益 合 計

臨 時 損 失

前 期 損 益 修 正 損

固 定 資 産 除 却 損
固 定 資 産 売 却 損

臨 時 損 失 合 計

損　　益　　計　　算　　書
経 常 費 用

特 定 救 済 給 付 金

賞 与 引 当 金 繰 入

そ の 他 業 務 費
人 件 費

不 動 産 賃 借 料

減 価 償 却 費

そ の 他 経 費

退 職 給 付 費 用

財 務 収 益

そ の 他 経 費
財 務 費 用

一 般 管 理 費
人 件 費
減 価 償 却 費
退 職 給 付 費 用

不 動 産 賃 借 料

雑 損

経 常 収 益

寄 附 金 収 益

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

有 価 証 券 売 却 益

補 助 金 等 収 益

特 定 救 済 基 金 預 り 金 取 崩 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

特定救済給付金支給等交付金収益

拠 出 金 収 益

有 価 証 券 利 息

臨 時 利 益

賞 与 引 当 金 繰 入

当 期 純 利 益

経 常 費 用 合 計

固 定 資 産 売 却 益

税 引 前 当 期 純 利 益

住 民 税

受 取 利 息

支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損



（受託貸付勘定）
損　　益　　計　　算　　書

経 常 費 用 合 計

経 常 収 益 合 計

臨 時 損 失 合 計
前 期 損 益 修 正 損

雑 益
受 取 利 息

貸 付 金 利 息

財 務 費 用
支 払 利 息

固 定 資 産 売 却 益

国 か ら の 受 託 業 務 収 入

納 付 金 収 入

財 務 収 益

雑 損

経 常 収 益

寄 附 金 収 益
資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

そ の 他 の 受 託 業 務 収 入

当 期 純 利 益
当 期 総 利 益

臨 時 損 失
固 定 資 産 除 却 損
固 定 資 産 売 却 損

前 期 損 益 修 正 益

税 引 前 当 期 純 利 益

住 民 税

臨 時 利 益 合 計

臨 時 利 益

賞 与 引 当 金 繰 入

そ の 他 経 費

経 常 費 用
健 康 管 理 手 当 等 給 付 金

一 般 管 理 費
人 件 費

そ の 他 業 務 費
人 件 費

不 動 産 賃 借 料

不 動 産 賃 借 料

減 価 償 却 費
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入

そ の 他 経 費

減 価 償 却 費
退 職 給 付 費 用



（受託給付勘定）

臨 時 利 益

当 期 純 利 益
当 期 総 利 益

臨 時 利 益 合 計

固 定 資 産 売 却 益
前 期 損 益 修 正 益

税 引 前 当 期 純 利 益

住 民 税

臨 時 損 失 合 計

固 定 資 産 除 却 損
固 定 資 産 売 却 損
前 期 損 益 修 正 損

雑 損

損　　益　　計　　算　　書

経 常 費 用 合 計

経 常 収 益 合 計

財 務 収 益
受 取 利 息

雑 益

不 動 産 賃 借 料

不 動 産 賃 借 料

賞 与 引 当 金 繰 入

臨 時 損 失

そ の 他 の 受 託 業 務 収 入

人 件 費
減 価 償 却 費

財 務 費 用

経 常 収 益

経 常 費 用

一 般 管 理 費

調 査 研 究 事 業 費
そ の 他 業 務 費

人 件 費
減 価 償 却 費
退 職 給 付 費 用

特 別 手 当 等 給 付 金

そ の 他 経 費

そ の 他 経 費

支 払 利 息

退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入

寄 附 金 収 益
資 産 見 返 寄 附 金 戻 入



別表第４ 

第 37条 （随意契約による場合）の具体例 

１ 契約の性質又は目的が競争を許さない場合 

(1) 契約の相手方が法令等の規定により明確に特定されるとき 

ア 法令の規定により、契約の相手方が一に定められているもの 

イ 条約等の国際取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 

ウ 閣議決定による国家プロジェクトにおいて、当該閣議決定により、その実施者が明示されている

もの 

エ 地方公共団体との取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 

(2) 契約上特殊の物品又は特別の目的があるため買入先が特定され、又は特殊の技術を必要とするとき 

ア 特殊な機器の維持管理又は改修であって、当該機器の開発や製作を行った一の者しか行うことが

できないと認められるものを当該者に行わせるとき 

イ 電算システムのプログラムの改良又は保守であって、当該システムの著作権その他の排他的権利

を有するシステム開発者にしかできないと認められるものを当該プログラム開発者に行わせると

き 

ウ 特許権、実用新案権その他の知的財産権の権利者が他者にその実施を許諾していない場合その他

の実施者が一の場合における権利の実施を伴う工事、製造その他の請負契約又は物品の買入をする

とき 

(3) 契約の目的が代替性のない特定の位置、構造又は性質のものであるとき 

ア 当該場所でなければ法人の業務を行うことが不可能であることから場所が限定され、供給者が一

に特定される土地や建物を購入又は賃借契約（当該契約に付随する契約を含む。）するとき 

(4) 契約の目的物件等が特定の者からでなければ調達することができないものであるとき 

ア 官報の印刷 

イ 電気、ガス若しくは水又は電話に係る役務について、供給又は提供を受けるもの（提供を行うこ

とが可能な業者が一の場合に限る。） 

ウ 郵便に関する料金（信書に係るものであって料金を後納するもの。） 

エ 法人の目的を達成するために不可欠な特定の情報等について当該情報等を提供することが可能

な者から提供を受けるもの。ただし、当該情報等の提供が可能な者が他に存在しないと言い切れな

い場合には、公募によりその事実を確認することとする。 

(5) 競争に付するとき、機構において特に必要とする物件を得ることができないとき 

(6) 再販売価格が維持されている場合及び供給元が一の場合における出版元等からの書籍の購入 

２ 緊急の必要により競争に付することができない場合 

(1) 非常緊急の場合において、競争に付していては契約の目的が達成できないと認められるとき 

３ 競争に付することが不利と認められる場合 

(1) 現に契約履行中の工事、製造又は物品の買入れにおいて、当初予期し得ない事由の発生により、現

在の契約に直接関連する契約が追加的に必要となった場合であって、現に履行中の契約者以外の者に

履行させることが不利と認められるとき 

(2) 特定の物品の購入に当たり、当該物品を大量に保有しているなどの特殊の事情にある者を相手方と

した場合、時価に比べて著しく有利な価格をもって契約することができる見込みがあるとき 

(3) 買入れを必要とする物品が多量であって、分割して買い入れなければ売惜しみその他の理由により

価格を騰貴させるおそれがあるとき 

(4) 特定の物品の購入に当たり、当該物品の数量が限定されており、当該物品をめぐる環境の変化によ

り、急速に契約をしなければ、契約をする機会を失い、又は著しく不利な価格をもって契約をしなけ

ればならないおそれがあるとき 
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00 0
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（様式第1）



（様式第２）



（様式第３）



発生区分

発行日

有価証券台帳

取得

番号

金額
発生金額 備考

償還日

金額 額面数量 単価単価額面数量

売却・償還
年月日

銘柄名
利払日 利率(%)

購入先

（様式第４）



発生区分

発行日

有価証券利金台帳

取得

番号

金額
発生金額 備考

償還日

金額 額面数量 単価単価額面数量

売却・償還
年月日

銘柄名
利払日 利率(%)

購入先

（様式第５）



減損情報

減損償却費科目

減損償却科目

資産グループ資産番号

資産区分

取得区分

旧番号

メーカー

補　　助

中期計画稼働状況

特定区分課税区分

決議番号

備　　考

規　　格

取 引 先

償却費科目

償却科目

勘定科目

使 用 者

管理部門

償却費負担部門

事業区分

設置場所

設置部門

ﾘｰｽ終了日支払総額

支 払 日見積購入額

支払開始年月支払元本

ﾘｰｽ開始日支払間隔／回数

ﾘｰｽ契約番号　　　（税額）

計算利子率リース月額

償却開始日

取得価額 取得年月日

備忘価額取得数量

残存価額取得単価

特例課税率

耐用年数

資産種別

償却方法

資産名称

-

ＰＭＤＡ

固定資産台帳

（様式第６）



執行額 目　的
承認

日付
会計

区分
番 号 行

部　　　　　門

種別
当　方　勘　定　科　目　名

事業区分

勘定区分
予算残高累計額

予算差引簿

摘　　　　　　　　　　要

当初予算　：

前年度繰越：

補正予算　：

流用予算等：

予算現額　：

決算

翌年度繰越：

（様式第７）



入　金

（様式第８）



出　金

（様式第９）



（様式第10）



（様式第11） 

事業年度 

  （ 勘定） 

予 算 実 施 計 画 通 知 表 

（単位：千円）

科 目 予 算 額 実 施 計 画 通 知 額 実施計画通知未済額 備 考 



（様式第12） 

  年  月  日 

理事長 殿 

契約担当役 

予 算 流 用 承 認 申 請 書 

下記のとおり    事業年度予算の流用の承認を申請します。 

記 

予算科目 予 算 額 
前回までの流

用等増△減額 
予 算 現 額 

今回流用

申 請 額 

流 用 後

予算現額 
摘 要 

上記のとおり承認する。 

  年  月  日 

契約担当役 殿 

理事長 



（様式第13）

年　　月　　日

理事長　殿

契約担当役

下記のとおり、　　　事業年度予算の繰越しを申請します。

記

（単位：円）　

予算科目 副作用 感染 審査 安全

上記のとおり承認する。

年　　月　　日

契約担当役　殿

理事長

予算繰越承認申請書

合計

案件名 繰越予算額 財源 繰越理由等



（様式第14） 

事業年度 

  （ 勘定） 

資 金 計 画 表 

（単位：千円） 

科 目 予 算 額 通 知 額 備 考 

収

入
計 

支

出
計 



（様式第15）

〒

独立行政法人医薬品医療機器総合機構
　　　　　　　収 納 命 令 役

〒100-0013

東京都千代田区霞が関3－3－2

　　受付番号：

請　求　書  No.

令和　　年　　月　　日
（相手先住所）

（相手先氏名）

登録番号：T3010005007409

下記の通りご請求申し上げます。

金　　　額 円 

    件　　名：

日付 摘　　　要　　※軽減税率対象 税区分 税込金額

円 

円 

円 

円 

円 

【総合計】 円 

－ 以下余白 －

円 
円 

不課税 円 

8%対象 円 消費税
10%対象 円 消費税
非課税 円 



（様式第16）

〒

独立行政法人医薬品医療機器総合機構
　　　　　　　収 納 命 令 役

〒100-0013

東京都千代田区霞が関3－3－2

　　受付番号：

手数料明細書
 No.

令和　　年　　月　　日
（相手先住所）

（相手先氏名）

登録番号：T3010005007409

金　　　額 円 

    件　　名：

日付 摘　　　要　　※軽減税率対象 税区分 税込金額

円 

円 

円 

円 

円 

【総合計】 円 

－ 以下余白 －

円 
円 

不課税 円 

8%対象 円 消費税
消費税10%対象 円 

非課税 円 



（様式第17） 

No. 

領 収 証 書 

￥ 

ただし 

上記の金額領収いたしました。 

  年  月  日 

受取人 

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 

出納役 

殿 



（様式第18） 

督 促 状 

No. 

  年  月  日 

殿 

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 

収納命令役 

  年  月  日付をもって貴殿に対し請求しました下記金額は、納付期限（  年 

  月  日）までに完納されていないので至急納入して下さい。 

記 

金 額 

ただし 

納 入 場 所 



（様式第19） 

小 切 手 用 紙 受 払 簿

年 

月 日 
小切手番号 

受 入

枚 数 

払 出 枚 数 残 

枚 数 

取扱

者印 
証印 備 考 

振 出 書 損 計 



（様式第20） 

預 金 等 残 高 調 整 表 

  年  月  日 

預金等種別 取扱金融機関 金融機関残高 機構残高 差 額 内 容 明 細 

円 円 円 



（様式第21）

債　　　権
発生年度

勘定区分 予算科目 債権金額 債務者の住所氏名 債権の発生理由
納入の告知
をした日

履行期限 その他の必要事項

債権整理簿



33,373,025 32,754,028610,624,223643,378,251 610,005,226610,005,226

20,667,018761,01321,428,031 64,506,26564,506,265 43,078,234

31,707,926305,944,321305,944,321 340,089,097308,381,171 34,144,776

2,190,76616,339,183 19,684,27019,684,270 3,345,0871,154,321

126,978 126,978126,978

19,564,11527,342,063 46,906,17846,906,178 19,564,115

66,231,681 2,365,83663,865,84566,231,681

21,929,9519,299,0489,299,048 48,188,66626,258,715 38,889,618

75,392,758143,412,930 55,786,8821,057,211,8761,112,998,758 1,085,698,4561,010,305,698 116,112,628

（様式第22）



（様式第23） 

貸 借 対 照 表

  年  月  日現在 

（単位：円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資産の部 負債の部 

純資産の部 

資 産 合 計 負債・純資産合計 



（様式第24）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年　月　日　～　　年　月　日）

（単位：円）
項　目 金　　　　　　　　　額

行 政 コ ス ト 計 算 書



科  目 金　額

（単位：円）

損益計算書
（　 　年 　月 　日 ～ 　　 　年 　月　日 ）

（様式第25）



（様式第26）

（単位：円）

Ⅰ　資本金

減価償却相当
累計額（△）

除売却差額相当
累計額（△）

（うち当期総利益
又は当期総損

失）

（うち前期繰越利
益又は前期繰越

損失）

当期首残高

当期変動額

　　Ⅰ　資本金の当期変動額

　　　　　　　出資金の受入

　　　　　　　不要財産に係る国庫納付等による減資

　　Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

　　　　　　　固定資産の取得

　　　　　　　固定資産の除売却

　　　　　　　減価償却

　　　　　　　固定資産の減損

　　　　　　　時の経過による資産除去債務の増加

　　　　　　　資産除去債務の履行に伴う取り崩し

　　　　　　　承継資産の使用等

　　　　　　　不要財産に係る国庫納付等

　　　　　　　出えん金の受入

　　　　　　　その他の資本剰余金の当期変動額（純額）

　　Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額（純額）

　　　　（１）利益の処分又は損失の処理

　　　　　　前中期目標期間からの繰越し

　　　　　　利益処分による積立

　　　　　　利益処分（又は損失処理）による取り崩し

　　　　　　国庫納付金の納付

　　　　（２）その他

　　　　　　当期純利益（又は当期純損失）

　　　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額

　　　　　　目的積立金取崩額

　　　　　　その他の利益剰余金の当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

純資産変動計算書

当期未処分利益
又は当期未処理

損失

自　   年　 　月　　日　至　　　　年 　　月　　日

純資産合計

Ⅲ　利益剰余金又は繰越欠損金

前中期目標期間
繰越積立金

目的積立金
利益剰余金

（又は繰越欠損
金）合計

積立金又は繰越
欠損金

政府出資金

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金

その他行政コスト累計額

資本剰余金合計



（様式第27）



（様式第28）

利益の処分又は損失の処理に関する書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　年　　月　　日）

（単位：円）
科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額
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